
記載する必要はありません。

〒　904-0203

（ 1,000 百 万 円 ）

11 有　・　無
12 有　・　無

経理部　△△△ 13 定率法　・　定額法

（ 電 話 956- × × × × ） 14 有　・　無

　×××　××

（ 電 話 988- × × × × ）

1

2 　貸主の名称等

3

4

5

6

7

1 構築物

2
機械

及び措置

3 船舶

4 航空機

5
車両及び
運搬具

6
工具、器具
及び備品

7 合計

短縮耐用年数の承認 有　・　無

受付印

　　　　　令和〇〇年〇〇月〇〇日
　　令和〇〇年度
　　　　償却資産申告書　（償却資産課税台帳）

※　所　有　者　コ　ー　ド

沖縄県嘉手納町長　　　當山　　宏　　殿

9 増加償却の届出

第
二
十
六
号
様
式

所
　
　
有
　
　
者

1

（ふりがな）
住　　所

又は納税通
知書送達先

3
個人番号又は

法人番号
1111111111110 8

5
事業開始

年　月
　S　50 　年　12 　月

嘉手納町字嘉手納　５８８番地 4
事業種目

（資本等の金額）
木材加工用機械製造

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話　　　098-956－××××　　　　）
課税標準の特例
特別償却又は圧縮記

2

（ふりがな）

氏　　名
法人にあっ
てはその名
称及び代表
者の氏名

6
この申告に応答
する者の係及び
氏名

税務会計上の償却方
法

○×工業　株式会社 青　色　申　告

代表取締役　△△△　△△
7

税理士等の
氏名 15　　市（区）

　　町村内に
　　おける事業
　　所等資産の
　　所在地

　①　嘉手納町字水釜××番地
　
　②

　③

　④

（屋号　　　嘉手納営業所　　　　　）

資産の種類
取                         得                         価                         額

前 年 前 に 取 得 し た も の （ イ ） 前 年 中 に 減 少 し た も の （ ロ ） 前 年 中 に 取 得 し た も の （ ハ ） 計 （ （ イ ） － （ ロ ） ＋ （ ハ ） ） （ ニ ）

構築物 9,127,000 200,000 932,700

4　事業種目
5　事業開始年月
事業の種目を具体的に
記載してください。
事業開始年月日を記載
してください。

機械
及び措置

50,125,000 87,500 3,610,000 52,860,000

○○市△　1丁目・・・
償却リース（株）

航空機

16　借用資産

　　（有　・　無）

船舶

車両及び
運搬具

2,300,900 2,300,900
17　事業所用家屋の
　　　所有区分

自己所有 ・ 借家

6　この申告について、直
接応答できる方の氏名、
電話番号を記載してくだ
さい。

工具、器具
及び備品

11,248,000 632,000 1,866,000 12,482,000 18　備考　（添付書類等）

合計 72,800,900 1,507,000 5,676,000 76,969,900

資産の種類
　　※ 　　　　 ※

評 価 額 （ ホ ） 　決　定　価　格　　（へ） 課 税 標 準 額 （ ト ）

7　税理士等の氏名
償却資産の申告手続き
を税理士等に依頼して
いる場合は、その事務所
名、担当者名、電話番号
を記載してください。

2　氏名
資産所有者の氏名（法
人にあっては、法人名及
び代表者の氏名）を記載
してください。

18　備考

①　前年中に償却資産の増減がない場合は、「増
減なし」と記載してください。

②　申告すべき資産が無い場合は、「資産なし」と
記載してください。

③　異動がある場合、異動事項（合併、廃業、町外
転出、名称変更等）に関する情報（異動事由、異動
年月日等）参考となる事項の記載をしてください。

④　非課税、特例の適用事項等評価について参考
となる事項を記載してください。

記載する必要はありません。（自社の電子計算機で
記載される場合は、記載されたままでご提出くださ
い。）

17　事業所用家屋が自家か借家であるかを○で囲
んでください。

16　借用資産
借用資産（リース資産等）がある場合
「有」を○で囲み、貸主の住所、名称等を記載して
ください。

15　嘉手納町内における事業所等　　資産の所在
地。2つ以上ある場合は、それぞれの所在地を記
載してください。

償却資産申告書の記載例

8～14
該当するものを○で囲んでください。

3　個人番号又は法人番号　所有者の個人番号（行政手続における特定の個
人を識別するための番号利用等に関する法律に規定する個人番号ををいう。）
又は法人番号（同法律に規定する法人番号）を記載してください。

※　個人番号を記載した申告書の提出時に本人確認（番号確認、身元確認）
を実施させていただきます。

申請年月日を記載してくださ
い。

1　住所
住所（又は納税通知書送付先）、電話番号を正確に記
載してください。
本町で住所等を記載している方で、誤り、及び変更の
ある場合は訂正してください。

有　・　無

10 非課税該当資産 有　・　無


